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はじめに 
 

本稿は、政府の発意で実施される国民投票（GIR: government-initiated referendum）

を政府の戦略として捉え、それを考察する場としての現代ラテンアメリカ政治の意義

を示す。国民投票とは、国政にまつわる特定のテーマに関し、有権者が投票を通じて

賛否の意思を示す制度のことであり、有権者が直接的に政治決定に参加する政治シス

テムすなわち直接民主主義の一形態である。本稿で言う政府とは、行政府のみならず

議会や裁判所を含めた、統治権に連なる公的組織全般を指す。 
本稿は 3 つの節によって構成される。第一に、数ある政治参加の形態と比べて GIR

が有する特徴と、そこから導き出されるGIRの行使に関する一般的な問いを提示する。

第二に、その問いを具体的に考察する場としての現代ラテンアメリカ政治の意義を示

す。第三に、問いに対する仮説が先行研究によって複数出されていることを示しつつ、

検証や方法の面で改善すべき点があることを指摘することで、研究の余地があること

を明らかにする。 

要約：数ある政治参加の形態の中にあって、政府の発意で実施される国民投票（GIR）

には、政府が実施のタイミングを決定できるという特徴がある。こうした性格ゆえ、

GIR は、政策の断行と正統性の誇示を目論む政府によって戦略的に用いられることが

予想される。これに関連して、否決の恐れのある GIR を政府が敢えて行使するのはな

ぜか、あるいは逆に、GIR の実施回数が非常に少ないことを踏まえると、なぜ政府は

GIR を多用しないのかという問いが出される。現代のラテンアメリカ諸国は、こうし

た問いをより純粋な条件で考察できる格好の場である。 

 
キーワード： 「上から」の国民投票 政治参加 法の支配 ラテンアメリカ 
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1. 政治参加における GIR の占める位置 
 
(1) 直接的で制度性の低い政治参加 
蒲島郁夫の定義によれば、政治参加とは「政府の政策決定に影響を与えるべく意図

された一般市民の活動」である[蒲島 1988: 3]。投票、抗議行動、陳情など、市民の持

つ政治参加のレパートリーは複数ある。国民投票もまた、政治参加の一形態である。 
政治参加は一般市民の活動であるから、それを分析する際には、一般市民を主たる

分析の対象とするのが通常である。しかし、一般市民の行動が彼らをとりまく状況に

左右されることは言うまでもない。とりわけ重要なのは、政府が市民に対し、どのよ

うな意思表示のチャネルを開いているかである。投票行動の分析において選挙制度を

無視することはできず、紛争政治（contentious politics）研究においても、政府の動

向は政治的機会構造（political opportunity structure）の一部としてカテゴライズさ

れ、集合行為を抑制ないし促進する役割を持つとされる。つまり、政治参加の分析に

おいて、政府を視野に入れることは必要不可欠なことである。政治参加と政府の動き

が相即不離であることは、政治参加の主要研究にて例外なく指摘されている １。 
以上のことを念頭において、政治参加をタイミングの決定という観点から考えてみ

よう。福元健太郎の分類によれば、政治参加は①直接か間接か、②制度的か否か、③

意思決定の主導権は政府か市民かという 3 軸で分類される（福元[2002: 235-238]）。①

の軸は参加行動への市民の関わり方にまつわる。例えば、投票は市民が直接行使する

参加形態であるが、政党への献金は、政治参加を目的とする組織を支援する行為であ

るから、間接的である。②は、福元の表現を借りれば、経路化や定型化の度合いのこ

とである。民主体制下の選挙や圧力団体の活動は制度的だが、抗議行動や不服従運動

は非制度的である。③はいわゆる「上から」「下から」の区分に相当する。 
福元はこの 3 軸を互いに独立としているが、タイミングの決定に焦点を当てると、

一定の傾向が見出せる。すなわち、①の間接的な参加の時機は③で言う「下から」判

断される。政治組織への献金や、抗議行動の実施は、その機会が政府によって制約さ

れる側面があるにしても、実施のタイミングを決定するのは市民本人である。これに

対し、直接的参加の実現には政府の意向が無視できない。中でも、②に関連づけて考

えると、抗議行動のような非制度的参加に比べ、制度的参加は制度の運用を司る政府

の意向に左右される。さらに言えば、制度的なものに類する政治参加であっても、制

度化の度合いには濃淡がある。例えば、民主体制下の国政選挙は、政府が中止を決断

しない限り、定期的に実施される。これに対して、特定のイシューに関し市民の意見

を汲む目的で開かれる公聴会は、政府の発意があって初めて実施される。後者のタイ

プの政治参加は、定期性を欠いているという意味で、前者に比べ制度化の度合いが低
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く、政府の発意を前提とするがゆえに、政府がその実施時期を操作できる。 
 
(2) GIR と 2 つの機能 
国民投票もまた直接的かつ制度性の低い政治参加の形態であり、その実施時期は政

府の裁量に左右される。国民投票には「下から（citizen-initiated）」のものと、「上か

ら」のものすなわちGIRの 2 つがある。前者の例として、首長の解任請求に伴う信任

投票が、後者の例として新憲法の承認や、特定イシューに関する市民の意見照会を目

的とする投票が挙げられる。「下から」の国民投票では、アジェンダセッターである市

民に実施時期を決める余地があるが ２、GIRにそうした余地はない。 
政府がタイミングを決める政治参加である GIR に関しては、その機能が長らく議論

されてきた。とりわけ、それがいわゆる人民決定民主主義（PD: plebiscitary democracy）
の道具であるとの批判が頻繁に出されてきた。すなわち、多数の有権者の支持を見込

んで、チェックアンドバランスが組込まれた憲法上の意思決定プロセスを回避し、恣

意的な政治の手段として GIR は理解されてきた。フランス革命後に世襲統領制を導入

したナポレオン、首相と大統領の権限統合を実現したヒトラーが GIR を用いたことか

ら、GIR は民主的統治を損ねる手法として批判されてきた（Green[2010: 122]）。 
 GIRは、政府の発意に対する国民の支持の有無を白日の下にさらす。このことから、

GIRには政府の正統性を示す機能もあると言える。このことは、GIRが権威主義体制

でも実施されることから理解できる。市民が政治から退出することを期待する権威主

義体制が敢えてGIRを行うのは、国民の態度が政府の望む政治方針と一致しているこ

とを明確にすることで、政府の存在意義を示すためである ３。民主体制でも、GIRで

政府が勝利すれば、それは政府に対する有権者の信任を確認する効果があると言える。 
 
(3) 統治の戦略としての GIR 
このように政府は、自ら望む政治を断行し、正統性を誇示するために、必勝を期し

て GIR を実施する。このことに対しては、GIR の行使に関するパズルを 2 つの方向か

ら指摘することができる。まず、一部の先行研究が指摘するように、GIR について「な

ぜ政府は敢えて GIR を用いるのか」という問いが立てられる。GIR は「上から」機会

を操作された政治参加ではあるが、同時に決定を有権者に委ねてもいる。そうなると、

特に民主体制下では、GIR の結果が政府の期待通りになる保障はない（Breuer[2009: 
24-25]）。それならば、政令の活用や、現行法規の恣意的解釈に基づいた現行制度の運

用など、否決のリスクを回避した政治運営をすればよいはずである。 
さらに、「政府はなぜ GIR を敢えて用いないのか」という逆向きの問いを発するこ

ともできる。政府は常に政策の実現ないし国民の支持を追求するものである。それな

らば、賛成の得られそうなアジェンダを仕立て、国民投票に勝利することで、自らの
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イメージを高めてもよいはずである。しかし、歴史を見直せば、GIR は頻繁に実施さ

れる政治制度ではないことがわかる。国民投票の実施回数が圧倒的に多いスイスを除

き、1791 年のフランス以来、国民投票は世界で 1000 回強の実施実績がある

（Sussman[2002: 1]）。世界に存在してきた国の数と、フランス革命直後から現在ま

での 200 余年を乗じたものを母集団とするならば、国民投票はまれな現象であると言

える。 
これらの問いは、GIR を政府の威信を誇示する独裁的手段として単純に片付けるこ

とができないことを示唆している。つまり、GIR とは、政府が何らかの条件のもとで

戦略的に行使する政治参加の形態であると捉え直すことができるのである。 
 
2. GIR を考察する場としての現代ラテンアメリカ政治 
 
(1) ポストネオリベラル期の政治手法としての GIR 
政府の戦略としてGIRを研究する上で、ラテンアメリカは格好の場を提供している。

現代ラテンアメリカ政治の研究においても、GIR はしばしば言及の対象となっている。

その文脈は例外なく、ポストネオリベラル期と表現される時代に多数登場した、いわ

ゆる急進左派政権の政治スタイルにまつわるものである。ベネズエラのウゴ・チャベ

ス（Hugo Chávez）政権（1999 年～）やエクアドルのラファエル・コレア（Rafael Correa）
政権（2007 年～）、ボリビアのエボ・モラレス（Evo Morales）政権（2006 年～）が

その例として挙げられる（Levitsky and Roberts[2011]）。 
このため、GIR は急進左派政権の諸特徴と絡めて、次のように理解されるのが常で

ある。アウトサイダーであるこれらの大統領は、反エスタブリッシュメントの立場か

ら、伝統的政治勢力との交渉を嫌う。既存の政党システムを崩壊させて登場した彼ら

の政党もまた、同様の特徴を持つ。彼らは総じて、従来の政治に不満を抱える国民の

厚い支持を得ており、感情に訴えるパフォーマンスを通じて大衆を動員するポピュリ

ストである。大衆の支持を受ける彼らは GIR を連発し、恣意的に政権を運営している

のである。これは委任民主主義（delegative democracy）や PD に他ならない

（Ramos[2006]; Conaghan[2008]; Barr[2009]; De la Torre[2009]; Levitsky and 
Roberts[2011]）。 

以上の説明からは、再検討を要する 2 つの問題が見えてくる。第一に、GIRは本当

にポストネオリベラル期に特有の現象かを問うことができる。これを明らかにするに

は、ラテンアメリカ諸国でのGIRの使用実績を集計する必要がある。ポストネオリベ

ラル期の急進左派政権との比較を意識するのであれば、さしずめ、全ての国で普通選

挙権が実現した時代から現在までを考慮すれば十分であろう。ラテンアメリカでは、

1979 年のペルーの憲法改正をもって、全ての国で普通選挙権が憲法上保障された。そ
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こで、同年から現在までの国民投票を集計してみると、表 1 の通りとなる ４。カッコ

内の数字は「下から」の国民投票である。これを見ると、上述の政権によるGIRの多

用は明白だが、同時にGIRが彼らの専売特許とも言い難いことが分かる。ポストネオ

リベラル期の開始をチャベス政権が発足した 1999 年と考えると、それより前すなわ

ち 1979～98 年までにGIRは 22 回実施されており、総数である 43 回の約半数を占め

ている。つまり、GIRはポストネオリベラル期により頻繁に行われたということは言

えても、この時期にとりわけ顕著な現象とは言えないのである。 
第二に、急進左派政権の諸特徴すなわちアウトサイダーや新興政党、ポピュリズム

と、GIRとの連関の確からしさが問われる。例えば、先の 3 名の大統領について、政

治的公職を務めた実績がないというアウトサイダーの経歴的特徴を見ると、それを満

たすのはチャベスのみである ５。また、ボリビアの社会主義運動党（Movimiento al 
Socialismo）はチャベスやコレアの政党より活動歴が長く、新興政党とは言い難い。 
このように、GIRという政治参加の手段がポストネオリベラル期のアウトサイダ

ー・ポピュリストに特徴的であるという主張に対しては、同時期に登場した上記 3 大

統領以外の政権や、急進左派にまつわる様々な属性を視野に入れた比較を行うことで、

その有効性を相対化することが可能である ６。これはまさに、前節で指摘した、行使

の条件に着目してGIRを考察する試みそのものである。 
 

(2) 法の支配の欠如とアドホックな GIR 
 GIR 行使の条件を考察するにあたっては、それを真剣に考える必要はないという反

論が考えられる。国民投票に関する先行研究では、その実施頻度は法に定められた制

度上の障壁に規定されるとの説が有力視されている。例えば、「下から」の国民投票に

ついて、実施に必要とされる署名数が小さいほど頻繁に行われるという仮説があり、

アメリカ合衆国の州レベルでこのことは実証されている（Banducci[1998]）。ラテンア

メリカでも、ウルグアイにて「下から」の国民投票の実施が顕著だが（表 1）、これも

また市民に課された実施要求の条件が他国に比べて圧倒的に低く、労働組合ら社会運

動組織が国民投票を積極的に活用したことによる（Monestier[2010]）。GIR について

も、大統領に実施権限がないと頻度が抑えられるとの指摘がある（Breuer[2009]）。つ

まり、各国の法規定を見れば、GIR の行使の傾向が簡単につかめてしまう可能性があ

る。 
 いわゆる先進民主主義諸国であれば、大統領や首相にGIR実施を決定する権限が法

律上付与されていなければ、実際の政治過程もそのようになる。しかしながら、ラテ

ンアメリカ諸国では、比較的公正で競争的な国政選挙が定期的に実施されるというミ

ニマムな意味での民主主義は存在するものの、その質に対しては問題が指摘されてき

た。具体的に言えば、憲法およびそのもとで制定された法によって、事前に定められ
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た手続きに従い、政治的決定を進めるという法の支配が必ずしも浸透していない

（Méndez, Pinheiro, and O’Donnell[1999]）。実際、法によって権限が付与されてい

ない大統領が決定して行われた、いわゆるアドホックなGIRの実施例は複数ある。チ

ャベスが 1999 年に実施したGIRはその典型だが（Ramos[2006]）、アドホックなGIR
の実績を調べると、ポストネオリベラル期を超えて、1984 年のアルゼンチンにまで遡

ることができる ７。つまり、大統領は意思さえあれば、合法性を問う周囲の反発と、

意図した投票結果が出ないリスクを引き受けて、GIRを断行できるのである。 
 この事実は、GIR を統治の戦略として捉える上で、ラテンアメリカ諸国が格好の事

例を提供していることを意味する。GIR の実施条件は、単なる法制度に回収されるこ

となく、大統領を取巻く政治状況によって影響されている可能性がある。ラテンアメ

リカにおける GIR には、政府の政治的な道具としての側面がより強いのである。 
 それでは、GIR の実施に影響を与える条件として、どのようなものが考えられるか。

ラテンアメリカ内外の先行研究を見ると、そこには明確な対立軸が存在する。 
 
3. 対立する仮説 
 
(1) GIR 文化 
 GIR の実施頻度は、それを社会が期待しているかで決まるとする説がある。以下、

GIR を期待する社会の傾向を GIR 文化と呼ぶ。この存在を示唆しているのは、国民投

票の国際比較を初めて本格的に行ったバトラーとランニーである。彼らによれば、国

民投票はごく限られた国（スイスとイタリア）で集中的に実施され、国民投票が行わ

れない主要国家（インド、イスラエル、日本、オランダ、アメリカ）には特に共通点

が見出せない。このことから、GIR の実施条件に普遍的要因があると考えることは控

えるべきであろうと、彼らは結論した（Butler and Ranney[1994]）。つまり、大多数

の国の政治社会には見られない GIR 文化を有する国にのみ、GIR は偏して発生する。 
ラテンアメリカ諸国の国民投票を比較したソバットもまた、同様の意見を持つ。表

1 に見られるように、国民投票の実施はエクアドルとウルグアイにのみコンスタント

に確認される。従って、両国には他のラテンアメリカ諸国にはない、GIR を期待する

固有の政治文化があるとの仮説を提示した（Zovatto[2005: 29]）。 
 
(2) 非文化的要因 
しかしながら、文化的要因はタイミングの説明に弱い。文化は短期的には安定して

おり、同一アクターの行動の変化要因になりえないからである。例えば、GIR 文化が

あるとされるウルグアイを例に考えると、表 1 の通り、GIR が実施されている年とそ

うでない年がある。つまり、仮に GIR 文化が存在するとしても、なぜ同じ文化のもと
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で特定の年だけに GIR が行使されるのかは説明できない。従って、説明をより精緻に

するためには、短期間での変動が期待される要因にも目を向ける必要がある。 
先行研究は、こうした非文化的要因についても、複数の仮説を提示してきた。本稿

でも言及された①大統領がアウトサイダーであること、②与党が新興政党であること、

③大統領にGIR決定権があることはその例である ８。また、ラテンアメリカ諸国のGIR
発生要因を複数取り上げて検討した唯一の研究を発表したブロイアは、質的比較分析

（QCA: Qualitative Comparative Analysis）を用いて、分裂政府と高い有効政党数が

GIR行使に決定的な影響を与えると結論した（Breuer[2009]）。 
GIR の発生自体を扱ってはいないが、ウルグアイの国政選挙と国民投票を比較した

アルトマンの研究からも、重要な仮説を得ることができる。これによれば、国民投票

の投票行動は有権者の政党帰属感によって主に説明され、賃金水準など経済的要因の

効果は間接的（つまり政党帰属感の変化を通じて投票行動に反映される）かつ限定的

である（Altman[2002]）。この結論を政府から見るならば、経済の変動は有権者の行

動にそれほど影響を与えない以上、それは GIR の実施を決断させるトリガーにはなら

ないことになる。しかし、これは直観に反する仮説とも考えられる。好況で政府の支

持が高い時には、政府は GIR で勝利を収める見通しが立つであろうし、逆に激しい不

況やインフレに見舞われた時には、敢えてGIRを控えることが考えられるからである。 
 

むすび 
 

以上の数ある仮説は先行研究から個別に提示ないし導出されるものである。いずれ

が有効かを検討する研究には、統一した枠組みでの比較が必要である。しかし、その

ような試みがなされたのは、現時点においてブロイアのみである。 
そのブロイアの研究もまた、本稿の問いに満足な回答を出してはいない。この研究

では、事例数を抑える QCA を用いるべく、事例の設定に 3 つの条件を設けている。

すなわち、①GIR の実施権限が大統領に法律上認められている国であること、②2005
年までに登場した政権であること、③政権を分析単位とすることである

（Breuer[2009]）。こうした限定に対しては、3 つの問題点が指摘できる。第一に、ア

ドホックな GIR を対象から外している。第二に、2000 年代後半に登場したコレアや

モラレスなどの事例は含まれていない。そして第三に、短命の政権ほど GIR 実施の機

会は少ないが、そのことは考慮されない。半年に満たず終焉を迎えたエクアドルのブ

カラム（Abdalá Bucaram）政権と、6 年続いたアルゼンチンの第一次メネム（Carlos 
Saúl Menem）政権は、同じ 1 つの単位として扱われている。 

法の支配が不十分なラテンアメリカは、政府が GIR を政治的に行使する条件を探る

格好の場であるが、それに関する諸仮説には精査の余地がある。この研究を進めるこ



8 
 

とは、ラテンアメリカの政治参加に対する新しい理解を提供するとともに、GIR とい

う政治参加の形態が持つ一般的な特徴を明らかにすることにも役立つであろう。 
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。
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１ 本稿で取り上げた日本人の論考のほか（蒲島[1988]; 福元[2002]）、アメリカ政治学にお

ける政治参加論の古典を見よ（Verba and Nie[1972]; Huntington and Nelson[1976]）。 
２ 「余地がある」と表現しているのは、政府が「下から」の国民投票の実施を妨害できる

からである。署名提出から実施で約 4年を要した 2010年のペルーの例はその典型である。 
３ 権威主義体制下の GIR では、政府が不正開票や投票妨害などの工作を行うのが常であ

るため、概ね圧倒的多数で賛成という結果が出る（Sussman[2002: 2]; Green[2010: 238]）。 
４ ラテンアメリカ諸国の国民投票については、C2D“Direct Democracy Detabases”
をはじめ、若干の集計記録があるが（Altman[2005]; Zovatto[2005]）、集計の基準が

一致していないため、注意が必要である。 
５ モラレスには下院議員、コレアには大臣の就任実績がある。 
６ ただし、ポピュリズムについては定義が錯綜しているため（Freidenberg[2007: ch.1, 
ch.2]）、「ポピュリストが GIR に訴える」という命題に反証可能性を持たせることが難し

い。 
７ C2D “Direct Democracy Detabases”を参照。 
８ ③は安定的要因に見えるが、ラテンアメリカでは 1980 年代より憲法改正が相次ぎ、国

民投票に関する規定が変更された例も多いため、文化ほど安定的と考えてはならない。 
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